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連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款第 16 条の規定に基づき、 

当社ホームページ（https://nc-hd.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供してお

ります。 

 



連 結 注 記 表 
 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等） 

1. 連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の数  ４社 

 （連結子会社の名称） 

    日本コンベヤ株式会社 

エヌエイチサービス株式会社 

関西電機工業株式会社 

丹那アグリソーラーエナジー合同会社 

(2) 非連結子会社の数 １社 

Nippon Conveyor Vietnam Co., Ltd.は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、

連結の範囲から除いております。 

 

2. 持分法の範囲に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数  １社 

（持分法を適用した関連会社の名称） 

ジャパンパ－キングサービス株式会社 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 １社 

Nippon Conveyor Vietnam Co., Ltd.は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、

持分法の適用範囲から除いております。 

 

3. 連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と同じであります。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

関係会社株式及び関係会社出資金…… 移動平均法による原価法 

市場価格のない株式等以外のもの…… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等………………… 移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 

製品……………………………………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法) 

仕掛品…………………………………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法) 

開発事業等支出金……………………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法) 

原材料…………………………………… 移動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法) 

貯蔵品…………………………………… 最終仕入原価法 

 

 

 

 

 

 

 



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く)…… 定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した

建物(附属設備は除く）及び2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備並びに構築物につい

ては定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物・構築物    10～35年 

 機械装置及び運搬具 5～13年 

② 無形固定資産(リース資産を除く)…… 定額法によっております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

③ リース資産……………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零と

して計算する定額法を採用しております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保に対し予想される補修費用に備えて、過去２年間の実績率に基づ

いて計上しております。 

④ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち、原価の発生見込額が受注金額を超

過し、かつその超過額が合理的に見積り可能となったものについて、当該損失見込額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期

末要支給額を計上しております。 

⑥ 移転損失引当金 

連結子会社の事業所の移転以降の不動産賃貸契約の解約不能期間において発生すると

見込まれる損失額を計上しております。 

(4) 収益及び費用の計上基準 

工事契約については、顧客との契約に基づき、工事を行う義務を負っており、履行義務を

充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、工事進捗度の見

積りは主として発生原価にもとづくインプット法によっており、決算日までに発生した工

事原価が工事原価総額に占める割合をもって見積もっております。また、履行義務の充足

に係る進捗度を合理的に見積もることができない契約については、発生した原価のうち回

収することが見込まれる部分と同額を収益として認識しております。ただし、契約におけ

る取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合

には、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を

充足した時点で収益を認識しております。 

装置以外（部品又は規格製品）の製品の販売を目的とする契約については、発送または到

着を引渡条件とする場合においては、発送の時（輸出の場合においては船積の時）に収益

を認識しております。当社グル－プは、ベルトコンベヤ、立体駐車装置、再生エネルギ

－関連機器、太陽光発電設備を製造及び据付工事等の役務の提供を行っており、完成した



製品、部品を顧客に納入すること、役務の提供を履行義務としております。 

(5) 退職給付に係る会計処理 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間 

  僅少なものを除き５年間の定額法により償却しております。  

(7) その他連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項 

連結納税制度から単体納税制度への移行 

当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度より連結納税制度から単体納税制度へと移行

しております。 

 

（追加情報） 

新型コロナウィルス感染症の影響に関する会計上の見積り 

当社グループは、新型コロナウィルス感染症の影響が少なくとも１年程度は続くとの仮定

のもと会計上の見積りを会計処理に反映しております。しかしながら、新型コロナウィル

スによる影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度の当社グループの財政状態、経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

工事契約に係る収益認識 

当連結会計年度における、工事契約について履行義務を充足するにつれて一定の期間にわ

たり収益を認識する方法を適用した完成工事高は4,620,320千円であります。 

当該方法では、その完成工事高は工事収益総額、工事原価総額および決算日における工事

進捗度を合理的に見積り、これに応じて計上しております。なお、決算日における工事進

捗度の見積りは主として発生原価にもとづくインプット法によっており、決算日までに発

生した工事原価が工事原価総額に占める割合をもって見積もっております。 

工事原価総額は、工事契約の履行に必要となるすべての作業内容に関する見積原価を含め

て作成しております。また、当事者間の新たな合意による工事契約の変更、作業方法の見

直し等、工事着手後の状況の変化による作業内容の変更について、適時・適切に見積りを

行い、工事原価総額に反映しております。 

なお、当該見積りについては、不確実性を伴うものであり、見積りとの乖離が生じた場合

には、翌連結会計年度の完成工事高に影響を与える可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（連結貸借対照表関係注記） 

1．有形固定資産の減価償却累計額 1,793,974千円 

 

2．棚卸資産及び工事損失引当金の表示 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。 

損失の発生が見込まれる仕掛品のうち、工事損失引当金に対応する額は29,740千円であり

ます。 

 

3．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、再評価差額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

土地の再評価に関する法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づいて算出しております。 

土地の再評価を行った年月日 2000年３月31日 

再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との

差額 

 △26,538千円 

 

4．受取手形の裏書譲渡額 6,213千円 

 

(連結損益計算書関係注記) 

1．投資有価証券売却益 

当連結会計年度において、当社グル－プは前期まで政策保有株式であった1銘柄の株式売却

による売却益29,601千円を特別利益として投資有価証券売却益に計上しております。 

 

 2. アドバイザリ－費用 

当連結会計年度において、当社グル－プは資本政策に係るアドバイザリ－費用78,000千円を

営業外費用として計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連結株主資本等変動計算書関係注記) 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当連結会計年

度期首 
増加 減少 

当連結会計年

度末 

発行済株式     

普通株式(株) 4,685,745 ― ― 4,685,745 

 

 当連結会計年

度期首 
増加 減少 

当連結会計年

度末 

自己株式     

 普通株式(株) 400,022 6,549 63,628 342,943 

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加は、譲渡制限付株式の取得6,205株、単元未

満株式の買取りによる取得344株であり、減少は譲渡制限付株式報酬としての自

己株式の処分63,628株によるものであります。 

 

2．剰余金の配当に関する事項 

(1)配当金支払額   

① 配当金の総額 64,285千円 

② 1株当たり配当額 15円00銭 

③ 基準日 2022年3月31日 

④ 効力発生日 2022年6月10日 

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな 

るもの 

① 配当金の総額 75,999千円 

② 1株当たり配当額 17円50銭 

③ 基準日 2023年3月31日 

④ 効力発生日 2023年6月29日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 



 
(税効果会計関係注記) 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳 

(繰延税金資産)   
貸倒引当金 38,820 千円 
賞与引当金 39,431  
工事損失引当金 80,543  
完成工事補償引当金 41,343  
役員退職慰労引当金 25,047  
移転損失引当金 50,814  
退職給付に係る負債 301,535  
減損損失 115,778  
棚卸資産評価損 35,751  
株式報酬費用 56,775  
繰越欠損金 64,491  
その他 72,242  

繰延税金資産小計 922,574  
評価性引当額 △254,162  

繰延税金資産合計 668,411  
   
(繰延税金負債)   
連結子会社の時価評価差額 16,678  
固定資産圧縮積立金 294  
その他有価証券評価差額金 97,659  

繰延税金負債合計 114,632  

差引：繰延税金資産の純額 553,779  

   
(再評価に係る繰延税金資産)   
土地再評価差額金 366  
評価性引当額 △366  

再評価に係る繰延税金資産合計 ―  
 
(再評価に係る繰延税金負債) 

  

土地再評価差額金 17,877  

再評価に係る繰延税金負債合計 17,877  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(収益認識関係注記) 

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

製品別収益計上額 

(単位：千円) 

 報告セグメント 

その他 合計 
 

コンベヤ

関連 

立体駐車

装置関連 

再生エネ

ルギ－関

連 

計 

コ ン ベ

ヤ設備 
3,909,792 ― ― 3,909,792 ― 3,909,792 

コンベヤ設

備部品 
933,593 ― ― 933,593 ― 933,593 

立体駐車装

置設備 
― 2,078,961 ― 2,078,961 ― 2,078,961 

立体駐車装

置設備メン

テナンス 

― 2,370,433 ― 2,370,433 ― 2,370,433 

立体駐車装

置設備保全

部品、保全

工事 

― 2,162,813 ― 2,162,813 ― 2,162,813 

太陽光発電

設備 
― ― ― ― ― ― 

太陽光発電

設備部品 
― ― 2,809,364 2,809,364 ― 2,809,364 

売電収入 ― ― 14,844 14,844 ― 14,844 

顧客との契

約から生じ

る収益 

4,843,385 6,612,209 2,824,209 14,279,803 ― 14,279,803 

その他の収

入 
― ― ― ― ― ― 

外部顧客へ

の売上高 
4,843,385 6,612,209 2,824,209 14,279,803 ― 14,279,803 

約束された対価は履行義務の充足時点から概ね6ヶ月以内に支払いを受けており、対価の金額

に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「4. 会計処理基準に関する事項(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

                           (単位：千円) 

 顧客との契約か

ら生じた債権 
契約資産 契約負債 

当連結会計年度期首 1,515,860 2,202,139 740,751 

 

当連結会計年度末の当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債は、連結貸借対照表におい

て契約資産及び契約負債として表示しております。 

また、連結貸借対照表において表示しております受取手形、電子記録債権および売掛金はす

べて顧客との契約から生じた債権であります。 

当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は

363,300千円であります。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足(または部分的



に充足)した履行義務から認識した収益の金額は694,832千円であります。 

 

② 残存履行義務に配分した取引金額 

当連結会計年度末で未充足(または部分的に未充足)の残存履行義務に配分した取引価格の総

額は5,852,517千円であります。当該残存履行義務は、期末後1年以内に約80％、2年以内に約

15％、残り5％が5年以内に収益を認識することを見込んでおります。また、顧客から受け取

る対価の中に、取引価格に含まれない重要な変動対価の額等はありません。 

 
(金融商品に関する注記) 

1．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、銀行借入により資金を調達し、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し

ております。 

受取手形、売掛金及び電子記録債権に係る信用リスクは、取引先の与信管理を行いリスクの低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体の財務状

況の把握を行っております。 

短期借入金の使途は主に運転資金であります。長期借入金の使途は主に企業買収資金及び運転資

金であります。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額87,348千円）は、「その他有価

証券」には含めておりません。また、現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手

形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金(1年内返済長期借入金を除く)は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

(単位：千円) 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

投資有価証券    

 その他有価証券 636,540 636,540 ― 

長期借入金(1年内返済予定
を含む) 

(322,533) (322,359) (173) 

リ－ス債務 (211,423) (204,575) (6,847) 

(※1) 負債に計上されているものについては、( ）で示しています。 

(※2) リース債務の金額は、流動負債と固定負債のリース債務の合計額であります。 

 

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格 

        により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用い 

て算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債  

 時価（千円） 

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

 株式 570.953 －  －  570,953   

 その他 65,586 －  －  65,586  

 

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債 

 時価（千円） 

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金(1 年内返済

予定を含む) 
－ (322,359) － (322,359) 

リ－ス債務 － (204,575) － (204,575) 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

長期借入金(1年内返済予定を含む) 

長期借入金は、固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利

金の合計額を、返済期日までの期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

リ－ス債務 

リ－ス債務は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

1．１株当たり純資産額 1,762円82銭 

2．１株当たり当期純利益 77円69銭 

 

 
注．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  

 

 

 

 



個 別 注 記 表 
 

 

(重要な会計方針) 

1．有価証券の評価方法及び評価基準 

関係会社株式…………………………… 移動平均法による原価法 

 

2． 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く)…… 建物は定額法、工具、器具及び備品は定率法を採

用しております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物           15年 

 工具、器具及び備品 4～10年 

無形固定資産(リース資産を除く)…… 定額法によっております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 
 

3． 引当金の計上方法 

賞 与 引 当 金 …… 従業員賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用し

ております。 

 

4．収益及び費用の計上基準 

持株会社である当社の主要な収益は関係会社からの受取配当金であります。受取配当金は

効力発生日に収益を計上しております。 

 

5． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

連結納税制度から単体納税制度への移行 

当社は、当事業年度より連結納税制度から単体納税制度へと移行しております。 

 

 

（追加情報） 

新型コロナウィルス感染症の影響に関する会計上の見積り 

当社は、新型コロナウィルス感染症の影響が少なくとも１年程度は続くとの仮定のもと会

計上の見積りを会計処理に反映しております。翌事業年度の当社の財政状態、経営成績に

影響を及ぼす可能性は軽微であります。 

 

 

（貸借対照表関係注記） 

1．  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 4,015千円  短期金銭債務   5,025千円 

 

2．  有形固定資産の減価償却累計額                    7,782千円 

 

 

 

 



（損益計算書関係注記） 

1.関係会社との営業取引高 

営 業 収 益 337,302千円 

 

2.関係会社との営業外取引高 

営 業 外 収 益 6,722千円 

営 業 外 費 用 8,801千円 

 

3. アドバイザリ－費用 

当事業年度において、当社は資本政策に係るアドバイザリ－費用78,000千円を営業外費用と

して計上しております。 

 

(株主資本等変動計算書関係注記） 

1、 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式     

普通株式(株) 4,685,745 ― ― 4,685,745 

 

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

自己株式     

 普通株式(株) 400,022 6,549 63,628 342,943 

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加は、譲渡制限付株式の取得6,205株、単元未

満株式の買取りによる取得344株であり、減少は譲渡制限付株式報酬としての自

己株式の処分63,628株によるものであります。 

 

2．剰余金の配当に関する事項 

(1)配当金支払額   

⑤ 配当金の総額 64,285千円 

⑥ 1株当たり配当額 15円00銭 

⑦ 基準日 2022年3月31日 

⑧ 効力発生日 2022年6月10日 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

② 配当金の総額 75,999千円 

⑤ 1株当たり配当額 17円50銭 

⑥ 基準日 2023年3月31日 

⑦ 効力発生日 2023年6月29日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 
 



(税効果会計関係注記) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳 

(繰延税金資産)   

繰越欠損金 64,491 千円 

退職給付引当金 741  

株式報酬費用 21,476  

その他 1,037   

繰延税金資産小計 87,746  

評価性引当額 △87,746  

繰延税金資産合計 ―  

   
 

 

(関連当事者との取引に関する注記) 

子会社及び関連会社等 

(単位：千円) 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(注) 

科 目 期末残高 

子会社 
日本コンベ
ヤ㈱ 

所有 
 直接 100％ 

役 員 の 兼
任 

資金の借入 1,900,000 
関係会社
短期借入

金 
1,700,000 

借入金利息
の支払 

8,801 支払利息 ― 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 借入金の利息については、市場金利を考慮し双方協議のうえ合理的に決定しております。 

 

(収益認識関係注記) 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針4 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

1． １株当たり純資産額 1,250円67銭 

2． １株当たり当期純利益 3円18銭 

 

 

注. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

 


